
４．一般消費者等に起因する事故防止対策 
②バランス型ふろがまについての注意喚起のためのリーフレット 

○経済産業省は、バランス型ふろがまの使
用者に向けて安心なガス機器への取り替
え、使用上の注意についてのリーフレット
を平成２５年２月に作成、周知。 

 

○平成２５年２月２１日に独立行政法人製
品評価技術基盤機構で行われた「ＮＩＴＥ・
製品安全センター記者説明会」にて周知。 

 

http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/i

ndustrial_safety/sangyo/lpgas/detail/lpghoa

nsyuuchi.html 
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４．一般消費者等に起因する事故防止対策 
③消費者への注意喚起のためのリーフレット 

○経済産業省は、消費者起因の事故防止のための以下のリーフレットを作成し、ホー
ムページに掲載。 

ガス栓カバーによる誤開放防止 
消費機器管理による事故防止 

 
 

 

ガス栓カバー 

消費機器管理 
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http://www.meti.go.jp/policy/safety_secu

rity/industrial_safety/sangyo/lpgas/files/

kikikanri.pdf 

http://www.meti.go.jp/policy/safe

ty_security/industrial_safety/san

gyo/lpgas/files/gokaihou.pdf 



４．一般消費者等に起因する事故防止対策 
④ガス栓カバーの出荷数 

○ガス栓カバーの出荷数は、平成２３年に比べ、平成２４年は約１３倍、平成２５年は
約１１倍に増加。 

25 出典：一般社団法人日本エルピーガス供給機器工業会 
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○直近１年間（平成２５年２月から平成２６年１月末）において、ＬＰガス販売事業者と都
市ガス事業者からの連絡により、消費生活用製品安全法の回収命令の対象機器が
１３件発見された。このうち１件は開栓使用中の状況であった。 

○使用していない空き部屋を再度使用する為に点検等を行った際、３件発見された。
使用していない部屋等にも対象機器が存在する可能性を踏まえ、点検・周知を行うこ
とが必要。 

 

 

４．一般消費者等に起因する事故防止対策 
⑤パロマ製半密閉式ガス瞬間湯沸器の発見状況について 

26 

ＬＰガス販売事業者、都市ガス事業者の再点検により対象製品を確認したもの 

  

平成２５年 平成２６年 

合計 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 

総数 518 518 519 519 521 524 525 526 529 529 529 529 - 

増加数（ガス事業者等の再
点検により確認） 

2 0 1 0 2 3 1 1 3 0 0 0 13 

  うちＬＰ 2 0 1 0 1 0 0 1 2 0 0 0 7 

  
空き部屋で確認 0 0 0 0 1 0 0 0 2 0 0 0 3 

開栓使用中 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 



４．一般消費者等に起因する事故防止対策 
⑥長期使用製品安全点検制度の普及啓発（経済産業省・ＬＰガス安全委員会） 

長期使用製品安全点検制度 
の紹介（平成２５年１０月、 

平成２６年２月に週刊誌へ掲載） 

27 http://www.lpg.or.jp/campaign/campaign2013.html 



  
５．ＬＰガス販売事業者等に起因する事故防止対策 

①他工事事故防止についての注意喚起のためのリーフレット 

○経済産業省は、厚生労働省と協力し、他工事事故防止についての注意喚起のための
リーフレットを作成し、ホームページに掲載。 

 

 

http://www.meti.

go.jp/policy/safe

ty_security/indu

strial_safety/san

gyo/lpgas/files/0

226takoji.pdf 
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○ガス機器の給気・排気部を閉塞したまま機器を使用した場合、機器の着火・爆発や
異常燃焼による機器の破損のほか、酸素不足による酸欠や不完全燃焼による一酸
化炭素中毒の発生のおそれがあり、消費者が死亡する事例も発生している。 

○住宅塗装工事におけるガス機器の給気・排気部の閉塞によるガス事故 
 ・平成２０年から平成２４年の５年間：計６２件発生（液化石油ガスと都市ガスの合計） 
 ・平成２３年は２２件、平成２４年は１１件と減少の傾向。 

  

○こうした状況を踏まえ、平成２５年１１月２２日、国土交通省土地・建設産業局建設市
場整備課宛て、塗装工事業者の業界に対し以下の要請を行うよう協力を依頼。 

 ・養生を行う場合は、ガス機器の給気部及び排気部を塞がないこと。 
 ・やむを得ずガス機器の給気・排気部をビニールシート等で塞ぐ場合には、当該ビ
ニールシート等を取り除くまでは絶対にガス機器を使用しないよう、住人への周知を 
徹底すること。 

 ・工事終了後は、速やかに養生のためのビニールシート等を外すこと。 
 
◎同日付けで、全国ＬＰガス協会、日本液化石油ガス協議会、全国ＬＰガス保安共済事業
団、日本ガス協会、日本コミュニティーガス協会に対して、ガス事業者を通じた一般消費
者への周知を依頼。 29 

５．ＬＰガス販売事業者等に起因する事故防止対策 
②経済産業省（本省）から国土交通省への協力依頼（平成２５年１１月２２日） 
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○経済産業省は建設工事等 
 における事故が液化石油ガ 
 ス及び都市ガスにおいて平 
 成２０から２４年の５年間で計 
 ３７６件、平成２４年は９３件 
 発生していることから、厚生 
 労働省、国土交通省に対し、 
 事故防止のため協力要請を 
 実施。 
 
○ＬＰガス販売事業者に対して 
 も、全国ＬＰガス協会や日本 
 液化石油ガス協議会を通じ、 
 協力要請を行った。 

５．ＬＰガス販売事業者等に起因する事故防止対策 
③建設工事等におけるガス管損傷事故の防止について（平成２５年１１月２２日） 
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○平成２３年８月１４日に宮崎県内で発生 
  した調整器の故障に係る事故を契機   
  に、 宮崎県で調整器の期限管理の実  
  態調査が行われた。 
 
○これを受け、平成２４年３月に本省及び 
  産業保安監督部も同様の実態調査を 
  実施した。 
 
○さらに、その結果を受け、平成２５年１月 
  に本省所管の５社に対して聞き取り調 
  査を実施し、調査結果を公表した。 

５．ＬＰガス販売事業者等に起因する事故防止対策 
④調整器の期限管理状況の調査（平成２５年１月） 
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http://www.meti.go.jp/policy/safety_se

curity/industrial_safety/oshirase/2013/

01/250124-1.html 



６．質量販売に係る事故防止対策 
質量販売事故防止についての注意喚起のためのリーフレット 

○経済産業省は、総務省消防庁と協力し、消費者に対する質量販売事故防止の注意
喚起のためのリーフレットを作成し、ホームページに掲載。 
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http://www.meti.go.j

p/policy/safety_secu

rity/industrial_safety/

sangyo/lpgas/files/1

216shitsuryohanbai.

pdf 



○以上から、雪害事故防止のために必要な対策をまとめた 
 ☆供給管・配管まわりの対策として、落雪による損傷を受けやすい箇所では、横引き配管は軒裏、高所に設置する 
   か、横引きせず立ち上がり配管で引き込む構造とする。また、配管の強度を上げることや固定を行う。 
 ☆容器まわりの対策としては、家屋に隣接した容器収納庫や雪囲いを設ける。折損対策型の単段式調整器を使用 
   する。また、片側容器直づけタイプでの自動切替式調整器、連結用高圧ホースの接続をしない。 

７．落雪対策 
①経済産業省における積雪又は除雪による事故防止対策の検討状況について 

○経済産業省及び高圧ガス保安協会では、より効果的な積雪地域の雪害対策に資するため、設備
設置実態や、積雪による容器交換作業への影響を調べ、雪害事故防止のために必要な要件を取
りまとめた。 

○配送事業者に対するアンケート調査の結果 
 平成２５年１月～２月にかけ、積雪地域の配送事業社１５０事業所に対してアンケート調査を実施したところ、以下のような傾向が見ら
れている。 

 ・単段式調整器を容器に直接取り付けて使用している消費先が４０％以上を占めている事業者の割合：２０％（５１事業所／１５０事業所） 

 ・片側容器直づけタイプの自動切替調整器を使用している消費先が４０％以上を占めている事業者の割合：３０％（４５事業所／１５０事業所） 

 ・積雪時期において、ガス切れを起こさないために連結用高圧ホースを使用して増設する事業者の割合：５３％（８０事業所／１５０事業所） 

接続例） 

○検証実験及びアンケート結果の更なる分析を行い、北海道ＬＰガス協会を始めとする関係機関への意見照会を経
て対策をまとめ、平成２５年６月に経済産業省ＨＰに報告書として掲載。 

  http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2013fy/E002780.pdf 

○平成１２年～平成２４年に発生した事故の分析 
過去１３年間に発生した積雪又は除雪による事故３０１件を分析したところ、雪害事故は、以下のような場合に多く発生している傾向
が見られた。 

 ・高圧ホース及び調整器が損傷した事故１７５件のうち 
    単段式調整器を容器に直接取り付けていたもの（Ａ）：６５件（３７％） 
    片側容器直づけタイプの自動切替調整器を使用していたもの（Ｂ）：４１件（２３％）     （Ａ）    （Ｂ）     （Ｃ）   
    連結用高圧ホースを使用して増設していたもの（Ｃなど）：１９件（１１％）（うち、片側容器直づけタイプの自動切替調整器を使用したものは５件） 
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７．落雪対策 
②降積雪期における防災態勢の強化について（平成２５年１２月２５日） 

○内閣総理大臣（中央防災会議会長）から各省庁
に、更に経済産業省から全国ＬＰガス協会、日本液
化石油ガス協議会及び全国ＬＰガス保安共済事業
団に行った「降積雪期における防災体制の強化に
ついて」の要請（平成２５年１２月）を踏まえ、全国Ｌ
Ｐガス協会及び日本液化石油ガス協議会からＬＰ
ガス販売事業者等に以下の内容を依頼。 

 
○積降積雪に係る気象情報等に注意を払い、検針、 
  容器交換、定期点検等の際に供給設備周辺の積  
  雪状況の把握に努め、積雪、落雪及び雪下ろし等 
  除雪に起因した供給設備等の破損に十分留意す 
  るとともに、破損が発生した場合には、迅速な復旧 
  対策に万全を期すこと。その際、必要に応じて他の 
  事業者等と協力体制を適切に構築すること。 
 
○給湯器等の給排気筒等への積雪に起因した破損 
  又は閉塞により一酸化炭素中毒が発生するおそ 
  れがあるため、一般消費者等に対して、機器の点 
  検及び換気等に十分注意するよう周知する等の対 
  策を適切に実施すること。 



７．落雪対策 
③降積雪期における防災態勢の強化について（平成２６年１月７日） 
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○一般社団法人全国ＬＰガス協会
及び日本液化石油ガス協議会
は、経済産業省からの要請を踏
まえ、平成２５年１２月の要請内
容を再度ＬＰガス販売事業者等
に通知。 



７．落雪対策 
④北海道監督部管轄内における事故防止の注意喚起（平成２５年１２月１０日） 

37 

○北海道産業保安監督部は、平成２５
年１２月に「雪害によるＬＰガス事故の
発生防止について」について、ホーム
ページ上で注意喚起を実施。 

http://www.safety-

hokkaido.meti.go.jp/sangyo_hoan/l

p_gas/caution/indexsnow.htm 
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７．落雪対策 
⑤関東東北産業保安監督部東北支部管轄内における事故防止の注意喚起 

（平成２５年２月１５日、平成２５年１１月２７日） 

http://www.safety-tohoku.meti.go.jp/sangyo_hoan/topics/h24topics/setsugai250215.pdf 

http://www.safety-tohoku.meti.go.jp/sangyo_hoan/topics/h25topics/setsugaityuuikannki.pdf 

○関東東北産業保安監督部東北支部は、平成２５年２月、１１月に管内の一般消費
者等に、降積雪期における事故防止のための注意喚起を呼びかけた。 



イ 容器設置場所と防護 

  ①玄関脇に設置する ②切妻側に設置する ③軒下に設置する 

  ④容器周辺を囲う ⑤容器収納庫に収納する 
 

ロ 供給設備・配管等の対策 

  ①配管のサイズアップまたは材質等の変更を行う 

   例）転造ネジの使用、２０Ａの管径の使用（供給管） 等 

  ②横引き配管は、軒下または出窓等の雪の影響がない場所に取り付ける  

  ③横引き配管の支持は、サドルバンドまたはアングル架台を使用する  

  ④支持するネジは、躯体で固定する  

  ⑤横引き配管のソケット、チーズの接続部は、強度を持たせるため支持を前後100mm以内とする 

  ⑥集合管と自動切替調整器の接続がねじ込みの場合は、ねじ込み部の100mm以内に支持金物を取り付ける 

  ⑦自動切替調整器、ガスメーターを取り付ける場合は、できるだけ壁面に近着するよう取り付ける 

  ⑧自動切替調整器は、ガスメーターの下部に設置する 

  ⑨張力式ガス放出防止型高圧ホースを設置する（容器が転倒した場合に有効） 
 

ハ 事故予防体制の整備 

  ○雪害発生時の対応 

   ①緊急時連絡先の整備（ステッカー等での周知） ②消費者に対する協力要請（火を消す、バルブを閉める等） 

   ③通報受付の徹底（氏名、住所、事故の内容等） ④社内体制の整備 ⑤器材の整備 

   ⑥その他（病院等における対応、自治体との連携、交通途絶時の対応等） 

  ○ＬＰガス漏えい時の措置 

   ・容器バルブの閉止、火気の使用中止、滞留したガスについては防爆型ファンによる送風または吸引をする 等 

７．落雪対策 
⑥一般社団法人北海道ＬＰガス協会における雪害対策 

○一般社団法人北海道ＬＰガス協会においては、平成２３年５月に「ＬＰガス設備の雪害対策について」を改訂、「実
行可能なものはすぐに実施」として以下の具体的な対策を推進中。 

○これらの対策の実施が１つでも増えれば、また、そのような事業者が増えれば、雪害事故は確実に減少するもの
と期待。 
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○経済産業省は、消費者に対する雪害事故防止の注意喚起のためのリーフレットを作
成し、ホームページに掲載。 
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７．落雪対策 
⑦雪害事故防止についての注意喚起のためのリーフレット 

http://www.meti.go.j

p/policy/safety_secu

rity/industrial_safety/

sangyo/lpgas/files/1

121setsugai.pdf 



８．自然災害対策 
「ＬＰガス災害対策マニュアル」を取りまとめ、フォローアップを実施（平成２６年３月） 

41 

○「東日本大震災を踏まえた今後の液化
石油ガス保安の在り方について」（平成
２４年３月総合資源エネルギー調査会 
高圧ガス及び火薬類保安分科会液化
石油ガス部会報告書）において、「１４の
対応策」を提示。 

○これらの具体化について、経済産業省
からの依頼を受け、高圧ガス保安協会
が同協会内に設置されている「地震対
策マニュアル分科会」において検討を実
施。 

○議論を経て、「ＬＰガス消費者地震対策
マニュアル」の改訂版「ＬＰガス災害対策
マニュアル」を取りまとめ。 

○ 「ＬＰガス災害対策マニュアル」のフォ
ローアップを実施。平成２６年３月公表
予定。 


